3.地域健康危機管理システムの国際比較研究
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【目的】諸外国の地域健康危機管理システムを比較分析し、わが国への適用可能性を検討する。

【方法】現地訪問調査、インターネット等を用いた文献・資料の収集を実施し、地域健康危機管理の第一線の責任機関や関係機関、及びそれらの連携や役割分担などの実態を把握し、各国の特徴を比較した。

【結果】イギリスではNational Health Serviceの第一線組織であるPrimary Care Trust（PCT）が責任機関に位置づけられる。しかし実際の対応は、PCT、地方自治体（Local Authority）、そして健康危機管理に関する専門的サービスを提供するHealth Protection Agency（HPA）の3者の連携と役割分担によって行われる。具体的には、PCTは患者の発見と届出、診断と治療など、地方自治体は食品衛生や環境衛生など、HPAの地方組織であるLocal Health Protection Unitは発生報告の受理、技術支援、疫学調査などを実施する。

フランスでは、国（保健担当省）の地方出先機関として州厚生局（Direction Régionale des Affaires sanitaires et sociales）、県厚生局（Direction Départementale des Affaires sanitaires et sociales）が設置され、県厚生局が第一線の責任機関に位置づけられる。しかし健康危機への直接的な対応は、わが国の救急に相当する救急医療救助サービス（Service d'Aide Médicale Urgente）が中心であり、県厚生局はその技術的支援のもとで、緊急時計画の実行、関係機関との連絡調整等を行う。

アメリカでは、州政府が州保健部局（State Health Department）を設置しており、地方自治体（郡、市）のレベルに地方保健部局（Local Health Department）が設置されている。これらの保健部局に対して、CDCや全国の公衆衛生大学院に設置されるCenter for Public Health Preparednessが技術的支援（健康危機管理計画の策定、サーベイランス、人材育成など）を行う。

オーストラリアでは、州政府が保健部門（Department of Health等）を設置している。連邦政府の保健省（Department of Health and Ageing）のDisaster Medicine Unitや、「危機」全般に対応する連邦政府の外郭団体であるEmergency Management Australia（EMA）が、州政府に対する支援（物資、専門家派遣、研修等）や連絡調整を行う。

韓国では、市・郡・区（市町村に相当）が保健所を、市・道（政令市・県に相当）が保健環境研究院を設置しており、保健所が第一線機関に位置づけられる。健康危機への対応は保健環境研究院が中心であり、保健所はその指示のもとで活動を行う場合が多い。

【考察】諸外国では、「多数の機関による連携」を前提としたシステムが構築されているため、地域健康危機管理の第一線の責任機関の機能が比較的限定されていること、国・地方レベルの関係機関による支援体制が確立していることなどの特徴がみられた。

